
国立大学法人帯広畜産大学の平成 年度に係る業務の実績に関する評価結果16

１ 全体評価
帯広畜産大学は 「実践的教育の充実 「世界をリードする研究者の養成 「地域社、 」、 」、
会並びに国際社会との連携」を理念とする世界最高水準の獣医・農畜産系大学を目指し

ている。特に、大学が十勝に立地するという特色を生かし、人間と自然が共生する社会
において「食の生産向上と安全性」を基本とする農畜産物生産から食品衛生等に至る教
育研究を展開し、農畜産の発展に大きく貢献することを目指している。
法人化に当たっては、学長特任補佐４名、学長補佐 名からなる学長補佐室が設置さ11
れ学長の執行機能の強化が図られ、 の委員会が廃止されるとともに、事務組織につい26
ても業務の合理化、効率化が図られ、統合、再編が行われるなど、法人化のメリットを
活かした取り組みが行われている。
財務内容の改善については、学長裁量経費の申請に際して科学研究費補助金の申請が
義務付けられるとともに、共同研究の質の充実と技術移転の可能性の追求に重点が置か

れた連携の充実・強化に努め、共同研究等から 件の特許を出願し、受託研究の件数増20
（ 件が 件）と、受託・共同研究受入れ合計額の大幅な増（約１億 万円が約３26 30 3,900
億 万円）が達成された。また、電子会議システムの導入によるペーパーレス化等8,200
による経費節減も行われている。さらに、これまで一律に配分していた教育研究費が傾

斜配分されるとともに、学内公募型プロジェクト経費が設けられるなど、戦略的な資源
配分が行われている。なお、中期目標期間における人件費見通しを踏まえた財政計画に
ついては、現在検討中であり、今後の検討が期待される。
人的資源の活用については、一部に任期制が導入（畜産衛生学専攻講座の助手、地域

） 、 、 、共同研究センターの教授 され 選択定年制の導入 ３年任期の非常勤専門職の採用等

積極的な取り組みが行われている。
教育面については、就職相談室が設けられ、大学で合同企業説明会が開催されるとと
、 。もに 農業高校を対象としたオープンキャンパスの開催等積極的な対応が行われている
この他、平成 年度においては、畜産分野における国際協力に資する人材の育成等を16
目的として、国際協力機構（ ）との連携協定を締結するなど、国際協力が積極的にJICA
進められている。また 「スクラム十勝」が設立され、北海道十勝圏の主要試験研究機関、

、 、 、との連携協力が推進されるとともに 地域貢献推進室が設けられ 理工系教育推進事業
大学開放事業等が推進されているほか、 問題を正しく理解するためのシンポジウムBSE
が開催されるなど、大学の特色を活かした社会貢献が行われている。

２ 項目別評価
（１）業務運営の改善及び効率化

① 運営体制の改善
② 教育研究組織の見直し
③ 人事の適正化
④ 事務等の効率化・合理化

平成 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。16



○ 学長のリーダーシップを支える戦略スタッフ組織として、学長特任補佐４名、学長
補佐 名からなる「学長補佐室」が設置され、また、学長、理事、事務局長、学長特11
任補佐で構成する戦略会議が設けられ毎週開催されるなど、学長の執行機能の強化整
備充実が図られている。

○ の学内委員会等を廃止する等既存の委員会の見直しを図るとともに、教員及び事26
務職員で構成される広報室、国際協力推進オフィス等が設置されている。
○ 経営戦略経費が設けられ、学長が策定した基本方針に基づいた査定により予算配分
が行われるとともに、教員研究費についても傾斜配分が行われている。

○ 教員人事については、教員が退職する都度、戦略会議において補充を必要とする分
野が策定された上で採用されることとし、また、選択定年制が導入された。職員につ
いては、新規採用を抑制することが平成 年度の基本方針とされ、真に必要な部署に17
限定されている。
○ 国際協力推進担当、情報処理担当、留学生担当の専門的知識が必要とされる職につ

いて、非常勤専門職として公募により採用されている。
○ 経営協議会は年７回開催され、必要な審議が行われるとともに、外国人留学生に対
する授業料免除、奨学金制度の新設、職員に対する英語研修の実施等、提言が適切に
大学運営に反映されている。

○ 監事による監査は年２回の業務実施状況及び業務実地監査が行われており、また、
専任担当者の配置の検討等について指摘への反映が行われるなど、大学運営に活かさ
れている。
○ 研究組織間の連携を図るため、全学研究推進連携機構が設置されている。
○ 図書館会計業務を財務課に一元化、給与・共済事務を一元化するなど、事務処理が

見直されるとともに、学術情報課（図書館事務部と情報処理センターの統合 、学務課）
（教務課と学生課の統合）が設置されるなど、事務組織の再編が行われ、業務の効率
化、簡素化が図られている。
○ 施設整備費補助金事業の設計・積算業務、屋外環境保全業務等が外部委託されてい

る。

本項目については、評価委員会の検証の結果、年度計画の記載 事項すべてが「年34
度計画を順調に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案すると、進
行状況は「計画通り進んでいる」と判断される。

（２）財務内容の改善
① 外部研究資金その他の自己収入の増加

② 経費の抑制
③ 資産の運用管理の改善

平成 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。16

○ 学長裁量経費申請に際し、科学研究費補助金の申請が義務付けられている。



○ 平成 年度は、共同研究の質の充実と技術移転の可能性の追求に重点が置かれた連16
携の充実・強化に努められ、共同研究等から 件の特許を出願し、受託・共同研究受20
入れ合計額の大幅な増（約１億 万円が約３億 万円）が達成されている。3,900 8,200
○ 施設情報管理システムが導入されている。
○ 電子会議システムの導入等によりペーパーレス化を推進するなど、経費の節減が図

られている。

本項目については、評価委員会の検証の結果、年度計画の記載８事項すべてが「年
」 「 」 、度計画を順調に実施している 又は 年度計画を上回って実施している と認められ

上記の状況等を総合的に勘案すると、進行状況は「計画通り進んでいる」と判断され
る。

（３）自己点検・評価及び情報提供

① 評価の充実
② 情報公開等の推進

平成 年度の実績のうち、下記の事項が注目される（又は課題がある 。16 ）

○ 報道関係機関との懇談会、講演会の開催等、積極的な広報活動が展開されている。
○ 自己点検・評価に関しては、全体として検討段階であり、今後の具体的な取り組み
が期待される。

本項目については、評価委員会の検証の結果、年度計画の記載６事項すべてが「年
度計画を順調に実施している」と認められるが、自己点検・評価に関しては全体とし
て検討段階であること等を総合的に勘案すると、進行状況は「おおむね計画通り進ん
でいる」と判断される。

（４）その他業務運営に関する重要事項
① 施設設備の整備・活用等
② 安全管理

平成 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。16

○ 施設の劣化状況調査の結果に基づき、緊急度に沿って予防保全工事が実施されてい

る。
○ 施設情報管理システムの導入により、計画的な施設管理と長期ビジョンの設定、施
設財政の健全化と施設・設備の管理経費の削減等、効果的・効率的な施設マネジメン
トが推進されている。
○ 安全意識の向上を図るためのポスターに英語表示のものも掲示され、事故防止に努

められている。



本項目については、評価委員会の検証の結果、年度計画の記載 事項すべてが「年15
」 「 」 、度計画を順調に実施している 又は 年度計画を上回って実施している と認められ
、 「 」 。上記の状況を総合的に勘案すると 進行状況は 計画通り進んでいる と判断される

（５）教育研究等の質の向上

、 。評価委員会が平成 年度の進捗状況について確認した結果 下記の事項が注目される16

○（財）帯広畜産大学後援会の助成により、私費外国人留学生を対象とした奨学金制度
が創設されている。
○ 科学技術関係法人から技術支援アドバイザーが受け入れられ、また、民間科学関係
団体によるセミナー講師派遣を受けるなど、技術移転専門家の養成が行われている。

○ 北見工業大学と「地域共同研究センターを通して行われる産学官連携活動に関する
包括的協力のための協定」の締結が行われている。
○ 研究組織間の連携及び地域の研究機関との連携推進を目的とし全学研究推進連携機
構が設置されている。

「 」○ 北海道十勝圏に位置する主要試験研究機関との連携協力を目的とし スクラム十勝
が設立されている。

、 、○ 知的連携企画オフィスが設置され 一元的な知的財産の効率的・効果的な管理運用
実用化の促進が図られている。
○ 平成 年度に 件の知的財産の届出が行われ、内 件が大学帰属とされている。16 25 22
○ 十勝清水農業協同組合生産の牛肉の全国的販売についてコンサルティングが実施さ
れている。

、「 」 。○ 帯広市教育委員会と連携し 十勝 をテーマにした市民大学講座が実施されている
○ 全国共同利用施設「原虫病研究センター」において、原虫病研究を中心としたジョ

ンズホプキンス大学との共同研究の実施やテキサス 大学との学術交流協定の平A&M
成 年度の締結について合意するなど、国際的な活動が活発に実施されている。17
○ 大動物特殊疾病の診断・治療・予防法の開発に関する研究を行う「大動物特殊疾病
研究センター」が設置され、設備費等に学長裁量経費が充てられるなど、社会的要請
の強い 問題について研究機能の強化が図られている。BSE


